













Article 103 of the UN Charter and 
International Human Rights Law: 




 Do obligations under the UN Charter prevail over international human rights law by virtue of Article 103 
of that Charter? This problem was argued in international precedents, such as the Kadi case at the Court of 
Justice of the European Communities and the Sayadi case at the Human Rights Committee. This paper 
mainly deals with recent development in cases before the European Court of Human Rights, namely the 
Al-Jedda judgment and the Nada judgment. These judgments deserve a careful examination because the 
Court has taken a different approach from the previous precedents.
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（1）（2・完）」『国際公共政策研究』第16号 2 巻（2012年）121-134頁、第17巻 1 項（2012年）87頁-100頁。
	 2）	第103条（または国連の強制措置）と国際人権法の関係を扱った文献は多数存在するが、参照した主な文献として、薬師寺公夫
「国連憲章第103条の憲章義務の優先と人権条約上の義務の遵守に関する覚え書き」芹田健太郎、戸波江二、棟居快行、薬師寺公
夫、坂元茂樹編『講座国際人権法 4  国際人権法の国際的実施』（信山社、2011年）7-42頁 ;	小畑郁「個人に対する国連安保理の
強制措置と人権法によるその統制―アルカイダ・タリバン制裁をめぐる最近の動向―」『国際問題』592号（2010年）5-15頁；
M. Milanović,	 “Norm Conflict in International Law:	Whither Human Rights?”,	Duke Journal of Comparative & International Law,	Vol. 20	
（2009）,	pp. 69-131;	A. Tzanakopoulos,	 “Collective Security and Human Rights”,	 in E. de Wet and J. Vidmar	（eds.）,	Hierarchy in 
International Law:	The Place of Human Rights	（Oxford U.P.,	 2012）,	pp. 42-70;	D. Hayim,	 “L’article	103	de la charte des nations unies:	


































	4）	 Yassin Abdullah Kadi v. Council of the European Union and Commission of the European Communities,	Case T-315/01,	Judgment of the 
Court of First Instance		（Second Chamber,	Extended Composition）,	21	September	2005,	paras. 215-225.	もっとも、国際法の高次の規則
である強行規範との関連で安保理決議を間接的に審査する権限を有するが、そのような観点からの基本権の侵害は存在しないと
した。Ibid.,	paras. 226	et seq.
	 5）	 Yassin Abdullah Kadi and Al Barakaat International Foundation v. Council of the European Union and Commission of the European 
Communities,	Joint Cases C-402/05	P and C-415/05	P,	Judgment of the Court of Justice of the European Communities	（Grand Chamber）,	3	
September	2008.	なお、本稿以下では、解説する判決（見解）のパラグラフ番号や頁数は主に本文の括弧内に表記する。



































	6）	薬師寺「前掲論文」（注 2 ）32頁 ;	Milanović,	supra note	2,	p. 102.




























ばならないとしており、憲章第 1 条 3 項、第55条（c）は人権の尊重を助長奨励することが国連の目的
の 1 つであると規定している。第25条も加盟国は安保理決定を憲章に従って履行すると定めている。
規約締約国は、安保理決議を実施する場合であっても可能な最大限の範囲において規約上の義務を







































	8）	国連憲章第 7 章の下で採択された安保理決議820（1993）を実施する EC 規則990/93に基きアイルランドが行った航空機の没収が、
欧州人権条約第 1 議定書第 1 条に違反するとして争われたボスフォラス事件において、欧州人権裁判所は、実体的保障とその遵
守のためのメカニズムの双方について、人権条約が提供するものと同等の方法によって関連する国際機構が基本権を保護すると
考えられる限りにおいて、国際的義務に従って取られた国家の行為は正当化されるとした。いわゆる同等の保護理論である。Case 
of Bosphorus Hava Yollari Turizm ve Ticaret Anonim Şireketi v. Ireland	（Application no. 45036/98）,	European Court of Human Rights,	
Grand Chamber,	Judgment,	30	June	2005,	para. 155.	以下の判例において、欧州人権裁判所はこの理論を採用していない。
	9）	欧州人権条約の訳は田中則夫、薬師寺公夫、坂元茂樹編集代表『ベーシック条約集（2013）』（東信堂、2013年）250-256頁。




























条約第 1 条にいう英国の「管轄内」にあった（paras. 83-86）。
　②　国連憲章第103条の優先と欧州人権条約第 5 条 1 項
　拘禁措置が英国に帰属するとすれば、その拘禁の根拠となった安保理決議に規定された授権が、
憲章第103条により、欧州人権条約第 5 条 1 項に優先するかどうかを判断しなければならないが、裁
判所は、第103条の適用を検討する前に、安保理決議1546と欧州人権条約第 5 条 1 項における義務が
抵触しているのかどうかを、以下の通り検討した。
　裁判所は、アル・ジェッダに対する拘禁措置の根拠となった決議1546を解釈するにあたって、国






13）	 Lord Rodger of Earlsferry,	Al-Jedda UKHL Decision,	paras. 114-118;	Lord Carswell,	 ibid.,	paras. 131-136;	Lord Brown of Eaton-Under-
Heywood, ibid.,	paras. 150-152.	ただし、Hale 判事は、「長期におよぶ（prolonged）拘禁がなぜ必要であったのかは一見して明らか
でない」とし、やや消極的な立場をとっていると思われる。Baroness Hale of Richmond, ibid.,	paras. 125-129.
14）	 Case of Al-Jedda v. The United Kingdom	（Application no. 27021/08）,	European Court of Human Rights,	Grand Chamber,	Judgment,	 7 	July	
2011.	本裁判所判決を分析したものに、M. Milanović,	“Al-Skeini and Al-Jedda in Strasbourg”,	European Journal of International Law,	
Vol. 23	（2012）,	pp. 136-138.


































































16）	 Partially Dissenting Opinion of Judge Poalelungi,	Al-Jedda ECHR Judgment.	決議1546が採択されるに先立って、イラク暫定政府の首相
と米国国務長官から書簡が国連安保理議長に対して送付された。この書簡において、米国国務長官は、イラクにおける多国籍軍
のプレゼンスの継続に関するイラク政府の要請に言及しつつ、多国籍軍がイラクの安全の維持に引き続き寄与する用意があるこ
とを確認した上で、この目的のための多国籍軍の行動として、「安全上の絶対的理由（for imperative reasons of security）」から必要
な場合は拘禁が用いられると指摘している。これらの書簡は決議1546に附属文書として掲載された。裁判所も判決中でこの事実
を指摘している。Al-Jedda ECHR Judgment,	paras. 103-104.
17）	 Case of Nada v. Switzerland	（Application no. 10593/08）,	European Court of Human Rights,	Grand Chamber,	Judgment,	12	September	2012.	
本件の評釈として、丸山政己「判例評釈　国連安全保障理事会決議に基づく狙い撃ち制裁の実施と欧州人権条約上の義務―Nada
対スイス事件（欧州人権裁判所大法廷2012年 9 月12日判決）―」『山形大学法政論叢』第56号（2013年）35-62頁。















おける措置対象リストからの除外の手続は、裁判所へのアクセスの要請（欧州人権条約第 6 条 1 項、







10月 2 日、この改正が発効した（paras. 60-62）。
（ 2）　欧州人権裁判所判決
　①　ナダに対する措置の帰属


























法条約第31条 3 項（c）が規定する「国際法の関連規則」を考慮しなければならない。 2 つの異なる義
務は、それらが現行の法に十分に合致する効果を生み出すように可能な限り調和されなければなら
ない（paras. 167-170）。







　では、スイスの措置は第 8 条 2 項の規定により正当化されるか。当該措置は、スイスの「国の安
全」と「公共の安全」にも寄与しうるものであり、同 2 項にいう正当な目的を追求するものである
ことは認められる（para. 174）。











































個に検討する必要はないとした（para. 199）。	Rozakis、Spielmann および Berro-Lefèvre 裁判官の意見は、この点は申立人の主張の



























ジェッダ事件において、裁判所は、憲章第103条にふれつつ、英国による欧州人権条約第 5 条 1 項の
違反を認定するために、国連憲章第 1 条 3 項を根拠に安保理決議1546においてなされた授権の射程
を明らかにした。また、ナダ事件においては、スイスによる人権条約第 8 条の違反を認定する前提





21）	 Bratza、Nicolaou および Yudkivska 裁判官の意見と Malinverni 裁判官の意見によれば、決議1390の本文第 8 項における「適当な場
合には」という文言は、立法措置か行政措置かの選択を与えているのであって、措置の実施を規定した同決議 2 項の文言に十分
な効果を与える国家の義務に関して裁量を認めているわけではないという。Joint Concurring Opinion of Judges Bratza,	Nicolaus and 
Yudkivska,	Nada ECHR Judgment,	para. 6;	Opinion Concordante du Juge Malinverni,	ibid.,	para. 4.	同様の指摘に、M. Milanović,	“European 
Court Decides Nada v. Switzerland”,	EJIL:	Talk!,	available at	<http://www.ejiltalk.org/european-court-decides-nada-v-switzerland/>.
22）	欧州人権条約第 5 条、第 3 条および第 9 条については、受理可能性が否定された（paras. 234	and	237）.
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権条約との関係を調和的に理解することである。アル・ジェッダ事件において、裁判所は国連憲章

































国際法においては規範抵触に反する強い推定が存在すると述べている。Report of the Study Group of the International Law Commission,	
A/CN. 4/L. 682,	13	April	2006,	p. 25,	para. 37;	Conclusions of the work of the Study Group on the Fragmentation of International Law:	














































26）	 J. Pauwelyn,	Conflict of Norms in Public International Law: How WTO Law Relates to Other Rules of International Law	（Cambridge U.P.,	
2003）,	pp. 175-176.
27）	 A. Paulus and J. R. Leiß	 “Article	 103”,	 in B. Simma,	D-E Khan,	G. Nolte and A. Paulus	（eds.）,	The Charter of the United Nations: A 
Commentary,	Vol. 2	（3	ed.,	Oxford U.P.,	2012）,	pp. 2118-2121.
28）	 Ibid.,	pp. 2136-2137
29）	 Ibid.,	p. 2129.




































30）	 Report of the Study Group of the International Law Commission,	supra note	23,	p. 27,	para. 42.
31）	 Conclusions of the work of the Study Group,	supra note	23,	para. 4.
32）	 Ibid.,	para. 42.
 179国連憲章第103条と国際人権法
おわりに
　国連憲章第103条が平和維持を目的とする国連と国連安保理にとって極めて重要な規定であること
は、国連創設当初から認識されていたし、現在もそれを争う立場はないだろう。しかし、現在のと
ころ、第103条の適用は人権規則を実施する諸機関に十全に受けいれられておらず、本稿で検討した
欧州人権裁判所においてもやはり適用は認められていない。
　第103条の適用を必要とする国連安保理の強制措置は冷戦後、質的にも量的にも拡大を続けてき
た。本稿で検討の対象としたアル・ジェッダ事件およびナダ事件も、国際テロリズムに関連して個
人が措置の対象となった事例であり、個人の保護を求める国際人権法との軋轢が問題とされざるを
えない。安保理の機能拡大に伴い第103条の適用対象の拡大が求められており、同条は、その射程が
広範であるがゆえに、人権関連機関にとって非常に厄介な存在となっている。
　ただし、欧州人権裁判所は、国連憲章第103条の役割を正面から否定したわけではないことには留
意する必要がある。規範間の調和的な理解は、第103条の不適用により同条の効果を否定することに
その意義があり、人権条約との関係において第103条の優先は機能しないという論法を裁判所が展開
したわけではない。このような戦略を選択する裁判所の議論の中には、人権法の防衛に努めつつも
国連の平和維持の任務を根本から否定してはならない、という苦心の跡を感じる。とりわけナダ事
件判決はそうである。
　国連憲章や安保理決議などに対する人権裁判所の個々の解釈論の妥当性は置くとしても、国際人
権法に対する国連憲章第103条の優先という問題について、解釈論上のはっきりとした結論を示すの
は必ずしも得策ではない、という立場はありうるだろう。抵触を回避する論法をとり続ける間に、
安保理の手続の改善を含め、人権と平和の対立を解消する方途を国際社会が発見できれば、それも
望ましい帰着点の 1 つであるといえる。いずれにしても、人権に関連する諸機関と国連安保理はそ
れぞれの任務を実施しつつも、なお互いの立場に配慮することが求められる。
（付記）本稿は科学研究費補助金（若手研究（B）、課題番号25780033）による成果の一部である。

